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裁判員裁判の独自性はも裁判員が裁判官とともに公判・評議に臨み、事実認定と量刑に関
して判断をする点にある。裁判員の参加する刑事裁判に関する法律Iによれば、裁判員裁判に
おいて、通常、職業裁判官3人と裁判員6人が、検劉則と弁護側双方の主張や甜処に基づい
て事件を調べる公開審理、及び捌動で話し合いを通して法廷で出された主張や甜処について
判断をする非公開の評議を経て、事件について判断をする。最終的な判決は、裁判官3人と
裁判員6人の合計9人の合議体の意見として出されるが、構成員全員の意見が一致する必要
はなく、各々の意見が異なっていても多数決で、決定される。但し、被告人に占って不利な判
断である有罪判決は、多数却代のなかに最低1人の裁判官がいることが必要であるが、無罪の
判決は、裁判官が多剣耐こ一人もいなかったとしても成立する(裁判員法67条の1項及び2
項)。この点、有罪判決の構成要件として裁判官が裁判員より優位する一面があるものの、
多くの裁判で行われる有罪の際の量刑判断においては、個々の裁判員の判断は裁判官と同等
の重要性を持ち、また数の上では優位にたつゆえ大きな影響力があるといえる。
このような合議体における関係性を基礎として、最高裁判所が管轄する裁判員制度の公式
サイトにおけるQ&Aセクション2において、その制度導入理由が説明されている。具体的な
導入目的として、裁判官と裁判員が「それぞれの知識経験を生かしつつ一緒に判断する」と
いう「裁判員と裁判官の協働Jを通じて「国民の瑚卒しやすい裁判を実現する」ことが挙げ
られている。さらに最高裁判所は、 「これまでの裁判に何か問題があったのですかj という
質問を用意し、その回答において、まず従来裁判について「丁寧で』慎重な検討がされ、また
その結果詳しい判決が書かれることによって高い評価を受けてきたJと説明し、裁判の基本
機能における質的な問題がないことをアピーノレしている。続いて、その長所の裏返しとなる
2点の観市こついて、 「専門的な正確さを蛍見する余り審理や判決が国民にとって理解しに
くいものであったJ点、及び「一部の事件とはいえ、審理に長期間を要する事件があったJ
1裁判員の参加する刑事裁判に関する法律(以下「裁判員法」という)は、 2ω4(平成16)年5
月21日に成立し、 5年間の周知期間を経て2ω9(平成21)年5月21日に脳子された。
2裁判員制度Q&A <http://www.訓banin.∞臨.goJp/qal>このサイトは、最高裁糊庁に軒怖が
属する旨宣言されている。以下、最高裁単蹄庁の主張に関する引用は特段の注がなければ本サイトか
らのものである。
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点を指摘し、その帰結として「刑事裁判は近寄りがたいという印象を与えてきた面もあっ
た」ということを裁判員制度が担う課題として挙げている。
これら2つの短所及びその帰結の課題に対する最高裁判所の解法は「裁判員制度が導入さ
れることで、どのようなことが期待されているのですかj という項目において多謝生が見出
せる説明に表されている。従来の鮒手さや長期化という観庁について、まず裁判員の存在そ
のものが法曹関係者に対し「国民に分かりゃすく、迅速な裁判とするように努める」ことを
促すとし、さらに積極的な法廷・評議におけるコミュニケーションの成果として「法律の専
門家が当然と思つでいるような基本的な事柄について、裁判員から質問や意見が出されるこ
とによって、国民が本当に知ろうと思っているのはどういう点なのかということJを法曹関
係者が瑚収、きるようになるという。ここまでの論理構成は対応関係が非常に明瞭であるが、
これらのアプロ}チから従来の近寄りがたさという課題を解消するプロセスの説明は弾性的
な解釈が可能なものとなっており、それが1つの契機として最高裁判所が明示するものとは
異なる意義の展開に一一表面的には意図に反するかのように一一実は巧妙に加担しているよ
うに思われる。
その説明とは、 「一言でいうと、裁判の進め方やその内容に国民の視点、感覚が反映され
ていくことになる結果、裁判全体に対する国民の職事が深まり、司法が、より身近なものと
して信頼も一層高まることが期待されてjいるというものである。この表現では、 3つのス
テップが示されているが、主語述語の関係及び文脈の前後関係における論理が粗いので論争
を呼びやすいと思われる。そこで本稿では、まずこの意義の説明文の分析を以下に試みたの
ち、次に最高裁判所以外の団体等が行っている制度t脂手についていくつか挙げてみる。最後
に、公共性の観点から考察をおこなう。最高裁判所の公式サイトは、インターネットへのア
クセス環境が社会インフラとしてかなり発達したことをふまえれば、本制度に関心を持った
国民にとってもっとも容易に手が届く情報源の1つであるといえよう。また、他国体の制度
批評が読み取れるテキストを抽出し、それを分析することで、本制度を取り巻く社会環境を
理解する一助としたい。導入以来、本制度に関するさまざまな批評が展開されている状況に
おいて、制度趣旨の公式な説明のうち国民にとってもっとも身近な記述を分析の立脚点とし
て、その意義について考察することは重要であると考える。
なお、本稿において最高裁判所の見解を見ていくうえでの前提として、相臓が 2∞9年の著
作『裁判員制度の立法学一一討議民主主義理論に基づく国民の司法参加の意義の再靖則 3~こ
おいて明らかにしている裁判員法の趣旨一一これが政府の公式見解である司法への国民の理
解増進・信頼向上説であるーーを軸に据える。柳瀬包∞9)によれば、司法制度改革審議会
の意見書を分析から、現行の裁判員制度を公共性の空間の1っとして捉えることができると
3この軒乍において、棚瀬昇先生は、裁判員制度の意義について特定の立場を支持するのではなく、
政府の公式見解を読み解く立場から論じている。
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いう。 r裁判員制度は、刑事事件という公共的な事項について、国民(から選任された裁判
員)が、 (裁判官とともに)徹底Lて討議(評議〕するものであるから、まさに公共的討議
の場を倉l殿する試みであるJ (p. 237)と指摘している。この公共的討議である裁判員制度に
参加することの意義について、主に、裁判員法の立出品程における政府の公式周平を読み解
くかたちで導き出している。すなわち、 「共和主義的憲法観jに基づき、司法参加とは、憲
d法が禁止する苦役なのではなく、国家機構に参画する自由として捉え、刑事裁判を通じて、
公的な問題を考えることにより、市民としての徳を酒養する「陶冶の企て」であるという。
この「陶冶の企て」が国民の司法への瑚硝進・信頼向上に資するからこそ、裁判員裁判を
導入すべきであるとする議論が展開される。これにより、従来裁判を否定せずに、新たな制
度導入を理由づけることに成功したという。以下、最高裁判所のサイトの検討においても、
この説に沿うことを確認しつつ、一部に柔軟な解釈を可能にしている部分があることを示す。
1.最高裁半Ij所の公式サイトで示されている意義
1-1.国民の視点、感覚の裁判への反映
まず、 「裁判の進め方やその内容に国民の視点、感覚が反映されていく」とは、個々の裁
判員が日常生活で士音った視点・感覚が直接かっ自律的に裁判に影響するということを第一義
には想定していないだろう。なぜなら、上述の最高裁判所の説明にあるように、裁判は、
「それぞれの知識経験を生かしつつ一緒に判断する」という意味での「裁判官と裁判員の協
働Jによって展開されるからである。しかしながら、この文脈で示されている「一緒に判断
するJことの例は、 「裁判員から質問や意見が出されることによって、国民が本当に知ろう
と思っているのはどういう点なのかということJを法曹関係者が王輸事できるようになること
に限って挙げられているにすぎない。つまり、裁判が国民にとってわかりやすくなるプロセ
スというのは、裁判員となった国民が裁判の参加をとおして裁判を知るということがーーも
ちろんこれも理解の増進が期待される 1つのしくみではあるが一一第一に念頭に置かれたも
のではなく、いわんキ裁判員が主榊句に公判や評議を国民回線にかなうようにリードしてい
くとはまったく想定されていないだろう。
そうであるならば、ここでは、裁判員となった「国民の視点、感覚Jというものが、裁判
に臨む法曹関係者がわかりやすさを求めるうえで参照する指標でしかないと捉えることがで
きょうーすなわち、裁判において期待されているはずの国民の主体性は、実のところ単なる
法曹関係者の主体性を実現するための客体にすぎないのかもしれない。換言すると¥わかり
やすい司法が国民によって実現されるという説明は正しいものの、その手段においては、最
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高裁判所は裁判員をあくまで補完的な存在として捉えていると解釈することが可能だ。この
ような副次的存在としての裁判員の可能性について、法務省の見解も合致する面が見られる4。
1-2.裁判への国民の瑚碍進
次に「裁判全体に対する国民の瑚紛深まJることの根拠を考える。これは前段の結果と
して述べられていることから、裁判の過程において法曹三者がより国民の視点・感覚を理解
し、それらを裁判上の戦略に反映させることで裁判全体が瑚卒しやすいものになるという因
果関係である。ここからさらに、国民の理解が深まるという段階に達するためには、わかり
やすくなった裁判プロセスに国民が実際に関わらなくてはならない。この点、審理過程は公
開が原則であるから、直樹句なオーデイエンスとしての国民とは、裁判員及び傍聴人を指す。
制度の形式として、裁判を傍聴することは容易であることから、多くの国民がわかりやすく
なった裁判に関わる機会を持つことができるといえる。また、実質的にも、裁判員制度への
関心から裁判を傍聴する人の数が増えたという報道5があったことから、直族的オ}デ、イエン
スの増加という成果が認められる可能性が高し、
では間接的なオーデイエンスとして裁判への理解を深める機会は考えられないだろうか。
これが想定できるのは、報道関係者が取材活動として裁判を傍聴し、直接に見聞きした公判
の内容や判決について各種報道媒体を通じて広く国民に伝えるという役割においてである。
ここでいう報道関係者とは、狭義においてはマスコミに限られるが、広義にはインターネッ
トを通じて個人で、も'情報発{言が可能になった状況下では、わかりやすくなった裁判について
実質的な役割を担う可能性のある個人は、多数存在しうる。一方、報道関係者の伝達内容は、
実際に参加していた裁判員にとってわかりやすかったかという点から制度について考察する
情報を提供するだけでなく、併せて、裁判の理解をとおして当族事件の背景や実状況、今後
の展望など社会の重要な問題について国民が考えられるように情報提供を行うことも重要で
ある。もちろん、熟練の記者であれば従来裁判の取材からでも、胃民が社会問題を捉えるた
めに必要な情報を適切に伝えることができたのかもしれない。しかし、裁判員制度になって
から報道内容が視聴者にとってよりわかりやすいものになったとすれば、これも裁判員制度
の意義に沿う成果として認められるだろう。例えば、裁判員制度導入の前後における事件報
道の共通点や差異などを分析することで、裁判への国民の瑚縛進の観点からマスコミやイ
ンターネット上のコミュニティなど各種媒体が発信するメッセージを把握し、そこから裁判
員制度の音刊面の拠りどころとなる特徴を見つけることができるかもしれない。
4法務省公式サイトのQ&Aを参照 htp:/川ww.moj伊 jp/keijil/:鈎ibar並lIlUり∞m03.h伽社
5 rきょうの驚:地裁で急増『傍聴マニア』 注目歓迎、でもお静かにJ W毎日新聞.~ p.23 
2010/04/03より
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1-3.裁判への国民の信頼向上
裁判員制度の意義における最終段階は、 「司法が、より身近なものとして信頼も一層高ま
ること」であるが、これも、中段の成果によるものと想定されている。よって、裁判への理
解が深まることで司法への信頼が高まるという順序関係が仮定されているが、一般的には、
あるものについて理解さえすればT割領するようになるという定式は成り立たない。とすれば、
最高裁判所の立場としては、瑚手が信頼につながるというパターンが確立するほどに十分な
クオリティを司法制度が新制度において備えているとする前提を了解事項としたいというこ
とだろう。つまり、従来から変わらず信頼に足りる司法制度であるが、過度に専門化かっ長
期化する傾向があったので国民から疎遠になっていたところ、それが信頼性を理解する妨げ
になっていたと考えられるので、これを裁判員制度が解消するというわけである。
この論理にしたがい仮に従来裁判の質が良いものだ、ったとすれば、 2つの疑問が生じる。
1つは、従来裁判への信頼の基礎という肯定的な評価が裁判員裁判へも引き継がれるための
条件は何だろうj:p.o もう 1つは、統計上、罪名が同じ事件の判例において、従来裁判では現
れなかった裁判員制度に特有な傾向が生じたことについて、どのような基準によって音刊面す
べきで、あるかについてである。前者について最高裁判所は、従来裁判の肯定的な評価する根
拠として、既述したように「丁寧で慎重な検討1とその結果としての「詳しし、判決」を挙げ
ている。ここでは裁判のわかりやすさとは別の評価軸として、裁判の質が考慮されている。
具体的には、 「法律の専門家でない国民が加わると、裁判の質が落ちたり、信頼が損なわれ
たりしないで、しょうか」という聞いに対する回答として、 3つの判断に分けて説明がされて
いる。まず「法的な判断Jについては裁判官が行うので問題がないとし、残る 2つの「事実
認定と量流山について判断することは「法僧句な知識」は不要であり、なおかつ「さまざま
な人生経験を持つ裁判員と裁判官が議論することで、これまで以上に多角的で深みのある裁
判になる」と期待できるという。つまり、従来の裁判官による「丁寧です真重な検討jに代替
される信頼の基礎として、裁判員と裁判官の議論による「多角的で深みのある裁判」が挙げ
られていると考えられる。これらのどちらがより良いかという点は述べられていない。ここ
では、裁判官と裁判員のどちらの判断が良いかが間われているのではなく、裁判官だけによ
る判断と裁判官及び裁判員による判断とが比較対照されていることに留意すべきである。
もう 1つの疑問点である裁判員裁判の判決の固有傾向の=制面については、従来と異なる事
実認定方法や量刑の幅をどう捉えるべきかという問いに遭遇する。 r国民の視点、感覚jの
裁判への反映の成果として、これをあまりに肯定的に捉えると従来裁判は国民の常識から事
離していたという問題含みの前提が喚起されてしまうので、柳瀬 (2∞9)が立f部品程の分析
で明らかにしたように、最高裁判所の立場にそぐわないことになる。そこで、最高裁判所の
いう「多角的で深みのある裁判j とは、量刑判断の幅の広がりについてある程度想定された
範囲一一これがまったく生じないことも、またあまりに生じることも問題であるがーーに収
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まっていると解釈することで、解決を図ろうとしていると思われる。この点、最高裁判所事
務総長であるブ曜は、 2012年5月 18日に行われた第 17回「裁判員制度の運用等に関する有
識者懇談会J6において、量刑不当による控訴審による破棄の数が従来裁判に比べ減少してい
ることについて個別事案の分析が必要であることに留意しつつ以下のように述べた。
量刑不当については、従来の裁判官裁判では，狭い幅の中で個別情状をみながら量
刑判断を行っていたため、第一審の量刑判断が控訴審の考えるその幅の中にない場
合には破棄しがちで、あったが、裁判員裁判では、量刑判断の幅が広がったために、
控訴審で維持される事件が増えることはもともと予想されていたのではないかとも
思われる。もちろん、それだけの理由ではなく、例えば、裁判員裁判では、従来に
比べて、量刑についても争点がより明確にされるようになったことなども、量刑不
当による破棄率の低下の一因となっているので、はなかろうか。(p.4)
このように、 「劃刊判断が広がったj ことに関連して、裁判員裁判における争点の明確化と
いう理由を考慮、しながら控訴審が許容する妥当な量刑判断の幅も広がったことを推論してい
る。つまりここでも、第 1審の裁判員裁判の判決における量刑幅の広がりを従来裁判の幅の
狭さと対比させるだけで、手続き的及び実節句な裁判の適切性について、裁判員制度導入前
後でどちらが良いかという判断には踏み込むわけにはいかないのである。どちらも許容され
うるが、裁判のわかりやすさと期間短縮化に資するのが導入後であるという議論で一貫して
いる。
2.最高裁網開抱汐卜の主体が考える裁判員制度の課題
裁判員制度は平成21年5月から始まり、平成24年 1月末時点で6，103人が裁判員裁判の
対象事件の新受人員として計上された7。そのなかに裁判員裁判の課題を指摘するメディアの
注目を集めた事例があった。ここでは、以下の点について概観する。まず、制度について裁
判員や弁護士会の意見を確認し、次に覚醒剤の持ち込み事件における故意の認定に関する検
察庁の動きを見る。
6 r裁判員制度の運用等に関する有識者懇談会悌17回)議事概要Jより
(アクセス2013/01127) く坤:!J加ww.∞凶.goJp/saiko:附cmsJf7808017.凶b
7 r裁判員裁判の実権伏況について(制度脳'T"'平成24年 1月末・速報)Jより
(アクセス2013/01127)<ht1p://www.叩ban血∞班包goJpltopics制f70912 05・
1吋包品l.jyo曲yo叫1241 sola血0弘，pdf>
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2-1.裁判員経験者及v弁護士会の意見
多数の事件が注目を集めた。千葉県で英国人英会話講師の遺体が見つかった事件sやソマリ
ア海賊による商船タンカ}の襲撃事件9などの裁判が行われ、裁判員裁判における様々な課題
が指摘されている。法と言語学会10で行われた報告では、司法通訳に関する問題として、判決
に影響を及ぼしたと思われる重大な誤訳やそれを誘発しやすい制度上の不備等が明らかにさ
れた。一方、肯定的な側面として、元裁判員の経験がメディアを通じて社会に還元されるこ
とで、外国人の日本社会への適応の難しさといった事件の背景にも市民の関心が直接的に向
くようになったという指摘もあった。 2ω9年 9月にさいたま地識で犯行当時 19歳の外国人
の少年犯罪について考える機会を持った裁判員が、外国人が「日本になじむ環境を周囲が整
えJる必要性について言及したのもそのー仔ul1で、ある。本制度について、一般社会キ洛種学会
で様々な議論が続いているなか、根本的存在基盤が問われた合憲性は、 2011年 1月 16日の
最高裁による判断2によって認、められたことで、争いに一応の区切りがついたものの、裁判員
'法附員!J9条で定められている制度施行からの3年経過後の大幅な制度の見直しを検討する時
期に入ったことで今後一層多角的な検討が行われるべきであろう。
実際、本制度施行から3年が経過する時期となる平成24年5月より前に、各方面から制度
の見直しに関する提言が出されている。 1つは、裁判員の経験者たちが連名で全国の地裁を
訪れて提出している「裁判員制度と周辺環境における提言書J13である。これは、裁判員のよ
り積極的な関与を促すものになっており、 「裁判員からの検察官・弁護人に対する質問を可
能にすることJや「公判前整理手続は可能な限り裁判員に開示すること」などが含まれてい
る。つまり、この提言書は、本制度に対する期待と関心を持っている人たちから出されたも
のであるが、その一方、経験者として本制度への関与を継続的に望んでいない人たちの意見
は当然ながら含まれているとは言えないだろう。裁判員としての知見を還元するための様々
なネットワークが構築されているが、それらの参加者の多くは、おそらくそれらへの参加と
いう姿勢に見られるように、裁判員制度の拡充に積極的な人たちであると推測できるので、
8斎藤瞳「千葉・市')1の英女性殺害J W毎日新聞~ p.2旦2011.07.13より
9山田吉彦 「前途多難なソマリア海賊裁判Jl¥倒産経ニュー ス，2011.06.09より
(アクセス2012/1/30) <htp:/:鈎nkeiJp.msn.∞m/afI相官/news/l0609/cnnll 06的抑制∞10-n1.htm)>
10司法の領域における言語使用に関する研究を主に行っている学会
参照:htp:/jalJpnorglindex.加n
1 r裁判員制度元年を振り返るJ W読売新聞~ p.ll，2ω9.12.24より
12 r裁判員制度は『合制最高裁大法廷が初判断'JMSN産経ニュースMSN産経ニュー ス，
2011.1.16より
(アクセス2012/1/30)也首p:l/:鈎nkeiJp.msn.∞m/a晶凶news/111116/1位11111162126∞08-n1.htm)>
13 r裁判員裁判見直し13項目 経験者提言、京都地裁に提出J ['MSN 産経ニュース~ 2012.4.14 
(アクセス2012/04/15)<htp:/:削除iJp.msn.∞m/regionfnews/12似14/kyt1204140207ω02-n1.h加〉
「裁判員制度と周辺環境における提言書J (アクセス2012/04/15)
〈附W.剖b叫 lOU.∞削悶b釦in_teigen一陣刷.etc.凶t>
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制度に消極的な経験者の意見はまた別に存在する可能性については留意することが重要とな
る。
日本弁護士連合会も、 「裁判員の参加する公判手続等に関する意見書j及び「裁判員の負
担軽減化に関する意見書J14を公表した。日弁連は、被告人の人権保障と裁判員の負担軽減の
2点から主に意見を述べており、とりわけ、死刑の適用は、裁判員の心離句負担が大きいた
め、評議における「全員一致制を導入すべき」であるとしている。また、公判前整理手続に
おける証拠の取り扱いについて、 「捜査機関が強制力を駆使して公費により作成文は入手し
た証拠については、本来、被告人側に対する全面的開示が認められるべき」という立場から、
弁護側が検察の持っている証拠の「一覧表Jを予め提示され、そこにある証拠の開示請求を
原則可能にすることをもって、被告人の人権保障を図ろうとしている。
2-2.検察庁の動き
これらの裁判員経験者の有志や弁護士の団体による制度の見直しの検討への提言とは別に、
検察組織の動きとして、覚せい剤密輸事件に関する裁判員裁判において無罪判決が相対的に
多く出たことを受け、最高検察庁がこの種の事件に関する立証方法について見直す検討会を
立ち上げることを決めた15。これは、検察が、当初から、わかりやすい視聴覚に訴えるプレゼ
ンテーションの実践など、裁判員裁判における法廷戦略の構築を弁護士会に比べいち早く組
織的に対応したと言われながらも、この種類の事件には十分に対応できていない可能性を感
じていることを示している。平成24年4月9日の本検討会の報道時点で、裁判員制度対象事
件で無罪判決総数17件のうち、 7件が覚せい斉|踏輸事件についてであったという。
では、なぜ覚せし洲崎輸朝V牛に関して、裁判員裁判での無罪判決が多くなったのだ、ろうれ
これは、従来の覚せい斉l踏輸軒牛における審理過程そのものが職業裁判官に特有のものであ
ったが、裁判員制度によって市民感覚が反映されるようになった成果と考えるべきか。ある
いは、個別の特殊事情が理由なのれそして、結局のところ、この状況は、刑事司法キ裁判
員裁判の意義から望ましいと言えるのだろうか。これらの疑問に関連する 1つの説明として、
密輸になじみのない裁判員は、 「検察側は税関での態度など間接事実を積み上げて犯意を立
証する」ことに違和感を覚えるといった指摘がある。この違和感によって、法令の解釈、そ
して、その適用にどのような影響があったのか興味深い。
14日本弁護士連合会 「裁判員法描詳子3年後の検証を踏まえた裁判員裁判に関する改革提案につ
いてJ2012.3.15. (アクセス2012/04/15)
<htp:，伽w.nichi加1reIl.or.j凶蜘y/ja/，叩凶on崎倒d細危012/op凶on_120315_5.砂
IS r覚醒舟踏輸、検察が立証見直レ・・裁判員無罪多くJ W1読売オンライン.~ 2012年4月9日
(アクセス2012104/15)<htpゴ加ww.yomiuri.∞jp/national/問問12012例。7心'YT1T'倒的'27加n>
-82-
裁判員制度の導入目的は、前述のように、市民の司法に対する理解と信頼を高めることと
裁判員法第1条に明言されているほか、裁判へ市民感覚を反映させることも一一多義的な意
味を含む佐一司法関係者から主張されている16。これらの目的のために裁判員が関与する部
分は、裁判員法第6条によれば、裁判における法律の解釈は含まれず、事実認定と量刑判断
に関してのみである。しかしながら、解釈をさらに噛み砕いてわかりやすくする意味での解
釈の解釈は、裁判員も関わるであろう。また、法令の解釈や適用に横断的に影響を与える保
護法益の内容も裁判員の相生によって影響を受ける可能性があるかもしれなしLつまり、裁
判員裁判における法廷戦術や合議体による評議の内容といった寸品性の事象としての影響に
とどまらず、それらの蓄積による社会における価値観の変容過程に裁判員制度が影響を与え
ていると考えられるかもしれない。法廷内の議論と社会における議論の相互作用があってこ
そ、裁判員制度が社会システムとして根づいたと言えよう。この社会における1つのシステ
ムとしての裁判員制度の影響を分析することは非常に重要である。さらにいえば、望ましい
討議が社会で行われるようになれば、上述の「陶冶の企て」の可能性を広げることにならな
いだろう7J"'o
3.現代日本における公揃句な空間の衰退
裁判員制度が公共的討議の場の必要性に沿うかたちで導入された経緯について、柳瀬
(2∞9)が政府の議論を中心に分析していることは前述した。ここでは、公共的な空間がど
のようにそこなわれているかという観点から現在の社会側兄のー側面を描写する。
21 世:，~己の現代社会において、市民の批判的活動は、国家の公的権力からの統制のみならず、
グローノ〈ル経済の影響によっても、その洞察力が損なわれる危険にさらされている。人びと
は、労働者として産業活動を支え、また、消費者として賃金を投じる。時間と金銭の消費サ
イクルに拘束された市民は、貧富の格差が固定化する搾取構造から目をそむけ、世界中にあ
る大量生産の拠点から国境を越えて輸送される娯楽製品にふけながら、公的問題への関心を
失っていく。国家権力に対抗するための市民による熟慮・討議・運動はかつての勢いを失い、
物欲の中で消費活動に没頭する。この経済至上主義による公共性の喪失を篠原 (2ω'7)は次
のように述べる。
16笠間治雄「裁判員制度施行2周年を迎えての検事総長所感d W検察庁Jサイト 2011年5月
21日
(アクセス20121倒115)hゆゾ加ww.kens榔札gojp/
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つまり現在は、経済的な活動の自由が際限なしに拡張されることと引き換えに、公
共空間を構成する政治断子為の行使の余地が奪われていく。これはまた、人びとが、
他者と出会って政糊句な討議をおこなう共有の空聞が消滅していく時代と言いかえ
ることができるかもしれない。(p.25)
公共の空間に出向いて行こうとせず、狭い生活圏の中で自己愛的欲求を追い求める。心地
よい私的空間に閉じこもって、非現実を感じられる製品の刺激で感性を鈍らせ、外に出るの
は、手元のモノに飽きたときのショッピングか、消費生活を支えるための仕事かのどちらか
でしかないような人も少なくない。運が良ければ、いや、財布の紐を聞かせようとする企業
の経営戦略に乗っかりさえすれば、同じ消費志向を持った仲間と巡り合えるし、対立のない
排他的共同体に属することで孤独から逃れることができるだろう。また、時代遅れになるこ
とが怖ければ、インターネット上にあふれる情報から好きなものを貧り、時には、匿名のだ
れかと一緒に何かを非難したり嫌悪したりすすしば、最先端のニュースの中で主人公になった
気分を味わえる。
私的空間には娯楽があふれでいる。映画は代表的娯楽のひとつである。 1993年公開の映画
『ザ・ファーム法律事務所.~ (監督ポラック)と『ジュラシック・パーク~ (監督ス
ヒ。ルバー グ)の批評において、 G∞伽ight(1995)は、社会の諸制度に立ち向かうヒーロー像
を無批判に追いかけてしまう視聴者の姿勢に、近代の統一的規範が揺らいでいると思われた
ポストモダン状況においてもなお、諸制度が、市民の公的意識が消費文化に取り込まれる中
で、根強く生き残っていることに警鐘を鳴らすとともに、大学が担うべき役割として、批判
的考察相議をおこなえる市島性の酒養を挙げた。これは米国の例であるが我が国に通じる
ところがあるように思われる。
我が国において、若者の人口減少と消費経済の縮小による景気の悪化は、規嗣l緩和で数が
増えた大学業界に重くのしかかる。経営難の大学と消費文化に浸かってきた若者とが、大学
から就職という従来のキャリアパスに対して無批判であるとき、大学は、批判的洞察力をも
って熟慮・討議に参加できる学生の育成に資源を割けるだろうか。あるいは、その使命を感
じつつも、企業論理に沿うかたちで、素直な学生に知識を詰め込んで就職の世話をすること
で手いっぱいになっていないだ、ろうか。もちろん、自分の部屋から出て大学に来ることは、
1つの公共空間への参画の初歩であるといえようが、それには、大学が公共空間としての自
覚を持っていることが不可欠である。このように、現代社会には、私的空間での自由を専ら
追い求めることを企業の経済活動の論理から推奨されてきた若者があふれでいる。
そして、国家とグローバル企業の結託とそれを支える諸制度は、経済論理の中で、国際社
会で主体となれる人材の育成と、従順な客体としての消費者層の広がりを指針としている。
もはや、国家は、グローパル経済の主体となれる企業やそのビジネスビープルを支援せざる
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を得なし、そうでなければ、国家の財政基盤が保てないからである。しかし、グローバル経
済の主要な企業は、国家の支援を必要としながらも、その行動論理は、必ずしも国家の利益
に適うとは限らないのである。労働力確保のコストキ税制面の必要から、生産拠点を日本か
ら砂トに移すこともその一例だ。
このように、グローバル経済の主要な企業の価値観は、国家基盤を支えるイデオロギーと
は相反する傾向にある。かといって、ナショナリズムのフ。ロパガンダは、一時的な政治的訴
求効果は期待できるかもしれないが、永続的な国家機構の基礎の強化には時代の流れからも
心もとない。そこで、国家は、グローパル経済への対応と並行して、国家機構への非協力的
態度の是正に迫られている。換言すすもば、私的空間での自由の謡歌から公共空間への参画を
通じた公共的な意識の醸成を指針とする必要があると言えよう。ここに国民の国家機構への
参画の意義が見出せる可能性がある。
公共空間への市民の参画を国家が期待することについて、柳瀬包ω9)は、共和主義的憲
法観として読み解くことができるとしている。
むしろ、統治に主榊句に参画することこそ善き生であると措定し、国民に対して、
「公共性の空間」である政治部門や司法部門を支えることを要請しているという点
に着目すれば、そこには、政治参加に能動的な公民としての国民を前提する共和主
義的な憲法観を読み取ることができょう。(P.236)
以上、公共空間の表退という側面を考慮すると、 「公共空間としての討議の場」として裁判
員制度の必要性が感じられる。しかし、日本社会において「陶冶の企てJに資する公共空間
が他にもあり、それらの意義を考えたうえで、今後、裁判員裁判について、その「陶冶の企
てJの効果と、権利保障キ刑罰の意義といった司法政策固有の要請とを注意深く検討するこ
とが重要であると考えられる。
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